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「健康日本21」で挙げた項目は現状のまま推移して2010年までに目標を達成するか否かを性
年齢階級別の人口集団ごとに検討した。特に肥満者割合とそれに関連する栄養・食生活，身体
活動・運動の項目を中心に，今後強化すべき対策について検討した。
国民栄養調査で,肥満者割合( ≧25.0),脂肪エネルギー比,日常生活における運動習慣の

ある者の割合，日常生活における歩数について性年齢階級別に1995年から2003年までの値で回
帰分析を行い，2010年における予測値を算出して，「健康日本21」目標達成の可否を検討した。
肥満者割合について2010年までに目標を達成できるのは女性の40歳代以下のみで，男性のす

べての年齢階級と女性の50歳代以上では目標を達成することができないと予測された。特に30
歳代以上の男性の肥満者割合は増加傾向が強く，2010年には40％近い値になると予測された。
脂肪エネルギー比では40歳代以上，運動習慣者割合では男女共60歳代のみ，日常生活における
歩数では20歳代男性と40歳代女性のみが目標を達成できると予測され，他の性年齢階級では目
標達成は困難と予測された。肥満者割合で目標達成できないと予測された人口集団のうち，脂
肪エネルギー比では男性30歳代以下，運動習慣者割合では男性50歳代以下と女性50歳代，日常
生活における歩数では男性30歳代以上と女性50歳代以上では目標達成できないと予測され，こ
れら人口集団に対して対策を強化する必要があると考えられた。
「健康日本21」で肥満者割合について挙げた目標の達成は大部分の性年齢階級で困難と予測

された。肥満に関連する栄養・食生活や身体活動・運動に関する項目でも目標達成困難な集団
が多く，今後集団ごとにきめ細かな対策をとりいれる必要がある。

健康日本21，国民栄養調査，肥満，健康政策，栄養・食生活，身体活動・運動

Ⅰ

「健康日本21」は，国，都道府県，市区町村
が現在の健康水準をそれぞれ客観的な数値で把
握し，2010年における健康水準の向上と生活習
慣病リスクの低減のための数値目標を示し，そ
れを達成するための健康づくりを進めようとす
るものである1)。「健康日本21」が2000年３月
に発表されてから６年が経過し，全国の自治体
では今後数年内に，各々が策定した「健康日本

21」地方計画の中間評価を実施し，目標達成へ
向けた施策展開の見直しを行うことになる2)。
そこで，目標を達成することが可能か否かを国
全体の値で予測し，今後必要な施策展開につい
て検討したいと考えた。
特に本研究では，肥満者割合とそれに関連す
る栄養･食生活と身体活動･運動の項目をとりあ
げる。肥満は各種の生活習慣病の危険因子であ
ることが明らかであり，肥満予防によって生活
習慣病の低減が期待されるからである。
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肥満者割合
( ≧25)

脂肪エネ
ルギー比

運動習慣
者割合

１日の
歩数

男性

女性

回帰係数 実測値(％) 予測値(％)

回帰
係数

95％信頼限界 決定
係数 検定 1995年 2003年 2010年

95％信頼限界

下限 上限 下限 上限

男 性
20～29歳
30～39
40～49
50～59
60～69

女 性
20～29歳
30～39
40～49
50～59
60～69

注 ＊：ｐ＜0.05，＊＊：ｐ＜0.01

20～29歳
30～39
40～49
50～59
60～69
70歳以上

20～29歳
30～39
40～49
50～59
60～69
70歳以上
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具体的には，厚生労働省「国民栄養調査」
（2003年から「国民健康・栄養調査」に改称）
から得られる指標について，性年齢階級別に経
年の推移を観察して今後の方向性を予測し，
「健康日本21」の目標年度である2010年におけ
る国全体としての目標達成の可否を検討する。
この方法は，「健康日本21」が目標値設定で

用いている基準年度（国民栄養調査については
多くの項目で1996～98年を基準としている）や
計画策定開始年度と目標年度との２時点におけ
る比較よりも，長期の傾向で予測できる点が長
所である。
「健康日本21」が2000年３月に策定されたこ

とを考慮すると，その効果を評価するためには
1999年までの推移と2000年以降の推移とを比較
検討する必要がある。しかし，現段階において

公表されている国民健康・栄養調査の成績は
2003年までであり，利用できる資料が限られて
いる。そのため，「健康日本21」の実施前後に
分けた評価を行う前に，1995年以降2003年まで
の年次推移をもとにして今後の動向を予測し，
2010年の目標達成の可否を検討することにした。

Ⅱ

1995年から2003年までの「国民栄養の現
状」3)（2003年は「国民健康・栄養調査報告」4)）
に集計されている，肥満者割合（ ≧25.0)，
脂肪エネルギー比，日常生活における運動習慣
のある者の割合，日常生活における歩数の４項
目について，性別に20歳代から60歳代までの年
齢階級別の値を用いた。脂肪エネルギー比は，
性別の値が集計されていない年があるため性別
にせず年齢階級別の値を用いた。

各項目について，1995年から2003年まで９年
間の値から，回帰係数とその信頼限界，決定係
数，有意性，2010年における予測値と信頼限界
値を算出し， に示した「健康日本21」目標
値達成の可否を検討した。脂肪エネルギー比は，
50歳代以上の目標値は設定されていないが，本
研究では目標値設定のある年齢階級と同じとい
う仮定で解析した。

Ⅲ

男性の肥満者割合は，すべ
ての年齢階級の回帰係数がプ
ラスで，増加する傾向にあっ
た。ただし20歳代は最近６年
間の値では減少傾向がみられ
た。20歳代以外のすべての年
齢階級では統計的に有意で
あった。2010年には，すべて
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回帰係数 実測値(％) 予測値(％)

回帰
係数

95％信頼限界 決定
係数 検定 1995年 2003年 2010年

95％信頼限界

下限 上限 下限 上限

総 数
20～29歳
30～39
40～49
50～59

注 ＊：ｐ＜0.05

60～69

回帰係数 実測値(％) 予測値(％)

回帰
係数

95％信頼限界 決定
係数 検定 1995年 2003年 2010年

95％信頼限界

下限 上限 下限 上限

男 性
20～29歳
30～39
40～49
50～59
60～69
女 性
20～29歳
30～39
40～49
50～59
60～69

注 ＊：ｐ＜0.05，＊＊：ｐ＜0.01
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の年齢階級で目標値の「15
％以下」を達成することが
できず，30歳代以上では目
標値の２倍以上に増加する
ことが予測された。
女性は40歳代と50歳代で

は回帰係数がマイナスで減
少傾向であったが，それ以
外の年齢階級では微増する
傾向であった。2010年の予
測値は，年齢が高いほど高
率であり，40歳代以下では
目標値の「20％以下」を達
成していたが，50歳代以上
では目標値に達することが
できず，60歳代以上では３
割を超える値のまま推移す
ると予測された。

脂肪エネルギー比は，す
べての年齢階級で回帰係数
がマイナスで，減少する傾向であった。20歳代
は統計的に有意であり，2010年の予測値をみる
と，年齢階級が高いほど低率であり，40歳代以

上では目標値の「25％以下」を達成していたが，
30歳代以下では達していなかった。
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回帰係数 実測値(％) 予測値(％)

回帰
係数

95％信頼限界 決定
係数 検定 1995年 2003年 2010年

95％信頼限界

下限 上限 下限 上限

男 性
20～29歳
30～39
40～49
50～59
60～69

女 性
20～29歳
30～39
40～49
50～59
60～69

注 ＊：ｐ＜0.05

肥満者割合 脂肪エネルギー比4) 運動習慣者割合 １日の歩行数

改善傾向 目標達成 改善傾向 目標達成 改善傾向 目標達成 改善傾向 目標達成

有
無
1)

決
定
係
数

検
定
2)

予
測
値

可
否
3)

有
無
1)

決
定
係
数

検
定
2)

予
測
値

可
否
3)

有
無
1)

決
定
係
数

検
定
2)

予
測
値

可
否
3)

有
無
1)

決
定
係
数

検
定
2)

予
測
値

可
否
3)

男 性
20～29歳
30～39
40～49
50～59
60～69

女 性
20～29歳
30～39
40～49
50～59
60～69

注 1) 回帰係数の傾きが改善する方向：○，逆の方向：×
2) ＊：Ｐ＜0.05，＊＊：Ｐ＜0.01
3) 予測値が目標値に達している場合：○，逆の場合：×
4) 脂肪エネルギー比の性別の結果が利用できないので，男女同じ値を用いた。
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運動習慣者割合は，男女共に50歳代，60歳代
で回帰係数がプラスで増加傾向にあったが，30
歳代と40歳代ではマイナスで緩やかな減少傾向
にあった。60歳代は男女共に統計的に有意で
あった。2010年の予測値は，男女共に，60歳代
では目標値に達していたが，その他の年齢階級
では達しておらず，特に女性の40歳代以下と男
性の30歳代，40歳代は低率であった。

日常生活における歩数は，男性では，20歳代
と60歳代では回帰係数はプラスで増加傾向に

あったが，30歳代から50歳代ではマイナスで減
少傾向にあり，2010年の予測値が目標値の
「9200歩以上」を達成しているのは20歳代のみ
であった。
女性では，30歳代以外の回帰係数はプラスで
増加傾向であり，60歳代では統計的に有意で
あった。2010年の予測値で目標の「8300歩以
上」に達していたのは40歳代のみであった。

Ⅳ

本研究で肥満を取り上げたのは，肥満が各種
の生活習慣病，特に高血圧や虚血性心疾患，糖

尿病の危険因子であるこ
とが明らかで，肥満予防
により生活習慣病の低減
が期待できるからである。
肥満とそれに関連した食
生活・栄養に関する項目
と身体活動・運動に関す
る項目は，全国の大部分
の自治体が「健康日本
21」地方計画に取り上げ
ており5)6)，今後対策の
効果が全国値に反映され
ることも期待できる。
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本分析の結果について，回帰係数の傾きと
2010年予測値の目標達成の可否について に
整理した。肥満者割合について2010年に目標を
達成できないと予測されたのは，男性のすべて
の年齢階級と女性の50歳代以上であった。男性
の20歳代については，この５～６年の値でみる
と低下傾向にあり目標を達成する可能性もある
が，国民栄養調査における20歳代男性の対象者
数は少ないため，偏りが生じている可能性もあ
る。特に近年はプライバシー意識の変化によっ
て行政の調査に対しても拒否者が増えているた
め，20歳代男性で回答した対象者が健康に関心
の強い人に偏った可能性もある。他の関連する
調査とあわせて検討することが必要であろう。
肥満対策の１つとして，食事内容の改善が考

えられ，特に脂肪エネルギー比は肥満と関連す
る重要な指標である。脂肪エネルギー比は性別
には算出していないが，30歳代以下では2010年
に目標を達成しないと予測された。肥満で対策
強化が必要な人口集団のうち，男性の20歳代，
30歳代においては，脂肪エネルギー比という点
から食生活の改善を行う必要があると考えられ
た。
もう１つの肥満対策には，運動量を増やす方

法が考えられる。運動習慣者割合の増加は多く
の市区町村が「健康日本21」地方計画で目標と
している6)7)。肥満で対策強化が必要な人口集
団のうち，2010年に目標を達成すると予測され
るのは男女とも60歳代のみで，男性の50歳代以
下と女性の50歳代では，目標を達成することが
できないと予測された。特に男性の30歳代と40
歳代では2010年には２割前後に低下すると予測
されており，これら年齢階級を対象にした対策
をたてる必要がある。
肥満対策強化が必要な人口集団のうち，日常

生活における歩数について2010年に目標を達成
すると予測されたのは男性の20歳代のみであり，
それ以外の人口集団では目標を達成しないと予
測された。特に男性の30歳代から50歳代では回
帰係数もマイナスで歩数が減少傾向にあり，日
常生活においてなるべく歩くような習慣をつけ
る働きかけが必要である。

身体活動・運動に関しては，健康度との関連
について疫学的な根拠を蓄積することも重要で
ある。今回，運動習慣をもつ者の割合と日常生
活の歩数をとりあげたが，これら項目で運動量
を的確に把握できているとは言いがたい。現状
では運動量を評価できる指標は少ないが，今後
は適切な身体活動量や運動方法に関する科学的
根拠ある知見を深めることで，より適した運動
環境や対策が明らかにされるであろう。
「健康日本21」では，具体的な対策の内容と
して個人の行動変容とそのための環境整備が求
められているが，いずれの対策にも人口集団ご
との生活行動について多面的に分析を深める必
要がある。課題の多かったのが男性の中高年で
あることを考慮すると，職場での健康づくり対
策や休日に地域でできる対策など，個人個人の
労働形態を考慮した生活行動の分析が必要であ
ると考えられた。特に男性の30歳代のように，
脂肪エネルギー比，運動習慣者割合，日常生活
の歩数のいずれについても改善の傾向がみられ
ない人口集団に対しては，生活行動をよく分析
して新たな対策を立てる必要があるかもしれな
い。
生活行動の分析には時間的な側面から検討す
る方法がある。たとえば運動習慣は，頻度，時
間，強度，期間の４要素から定義されており，
国民栄養調査では「週２日以上，１回30分以上
の運動を１年以上継続している者」としている。
運動習慣は余暇時間に行うものであるが，働き
盛りや育児・家事に忙しい年齢層であると，労
働や家事に費やす時間が長く，余暇時間は短く
なる。今回運動習慣者割合が増加していた60歳
代は，労働や子育てを終えている年齢層であり，
時間的な余裕が生じていたことも増加の一因と
思われる。若い年代や働き盛りの年代にはどの
ような時間的制約があるかを分析し，それぞれ
の人口集団が活動しやすい時間帯に合わせて対
策を検討することが有効であろう。
生活行動の質を規定していると考えられる要
因には経済的な側面も重要であり，消費行動の
観点から検討を加えることも有効である。健康
によい食品やバランスのよい食事・外食を摂る
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には，食費を生活の必需的支出と考えて安価で
手軽なものを追求するだけではなく，健康によ
いものは多少高価でも購入するという価値観に
基づいた選択的支出として位置づけることも必
要である。身体活動・運動の側面でも，たとえ
ば民間の運動施設に通うことは運動習慣を身に
つける１つの方策ではあるが，このような支出
も安価ではない。男性の30歳代，40歳代といっ
た今回課題のあった年齢階級では所得も低く，
子育て期で家計に余裕がない場合も多い。安価
に利用できる運動施設など環境を整備する一方
で，運動習慣をもつことに時間やお金を投資す
るという，健康に対する個人の価値観の変容に
ついての分析も必要である。
人々が健康づくり施策に関する質の高い情報

を得られるよう，健康教育を受けられる機会を
増やすことも効果的である。健康づくり施策と
健康度の関連について疫学的なデータを蓄積し，
健康づくり施策の科学的根拠を理解できる形で
人々に提供することも今後は求められてくるで
あろう。すべての人々を対象に同じ方法で情報
を提供するのではなく，それぞれの人口集団に
対してよりアピールする情報提供の方法を様々
に工夫することも必要である。
市区町村が策定する「健康日本21」地方計画

で，栄養・食生活と身体活動・運動に関する項
目は９割以上の自治体で取り上げられているが，
具体的な数値目標を設定している市区町村は少
ないという報告もある7)。この数年内に各自治
体は「健康日本21」地方計画の中間評価を実施
するが，本研究で示した全国の動向を今後の傾
向を示す参考として，最終目標に向けた施策展
開の改善を行うと良いと考えられた。また，得
られるデータの年数が少ないために本研究では
1995年から2003年までの値で回帰分析を行った
が，今後データの蓄積が進んだ場合には，「健
康日本21」策定年度の前後で回帰分析の傾きを
比較検討することで，施策の効果を評価するこ
とも可能である。

Ⅴ

国が「健康日本21」で示した肥満者割合の目
標値は，男性のすべての年齢階級と女性の50歳
代以上では達成することができないと予測され
た。男性の30歳代以上では肥満者割合がむしろ
増加する傾向にあり，対策を強化する必要があ
る。肥満と関連する項目として脂肪エネルギー
比，運動習慣者割合，日常生活における歩数に
ついても検討したが，これらの項目も2010年に
目標達成しない人口集団が多く，特に男性の30
歳代ではすべての項目について目標達成しない
と予測され，より一層の対策が求められた。
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